（様式第1号）
「女性管理職等育成ネットワークづくり支援事業」企画提案書
　　年　　月　　日

鳥取県知事　様
１　企業・団体概要

	企業・団体名
	企業

	代表者
	（職名）　　　　　　　（氏名）

	所在地
	〒


	職員数
	年　　月　　日現在　　　　　人

	担当者連絡先
	（職名）　　　　　　　　（氏名）

	
	（電話）　　　　　　　　（FAX）

	
	（Eﾒｰﾙ）

	同様の事業の実績
	有　・　無　（有の場合は事業概要を記載）


	共同実施企業・団体
※事業を複数企業・
団体で実施する場合
	（企業・団体名）
（所在地）

	
	（企業・団体名）
（所在地）

	
	（企業・団体名）
（所在地）


２　応募の概要

	事業名
	（事業内容を的確に表現したわかりやすい名称）


	実施時期
	

	参加見込人数
	（概ねの参加見込人数を記載）


	開催場所
	（開催する場所（会場が決まっていなければ予定市町村）を記載）



	事業の目的・背景（事業を実施する目的、実施するにあたっての背景等を記載）

	具体的な実施内容（計画している実施内容、対象者、参加者募集方法等を具体的に記載）


	事業の効果等（事業実施により、どのような効果を見込んでいるか等を記載）



３　スケジュール
	実施時期
	内容

	（記載例）
　　10月上旬
10月中旬
　　11月上旬
　　11月下旬
　　

12月中旬

	委託契約締結
県との調整（協議）
実施内容確定
参加者募集開始（募集締切○月○日）
　　○日～　○○へチラシ配布

交流会実施（於：○○○○）



※　事業実施までの内容を時期ごとに記載。具体的な期日が決まっていない場合は「○月中旬」などの記載でも可。
４　実施体制
	（実施にあたってのスタッフ体制について記載）



（様式第２号）
事 業 収 支 予 算 書 
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	予 算 額
	積算根拠（数量・単価等）

	県委託料
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


２　支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	予 算 額
	積算根拠（数量・単価等）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


※　「区分」欄には、事業の実施に直接必要となる経費（講師謝金、講師旅費、会場使用料、印刷製本費、材料費、消耗品費、通信運搬費、人件費・交通費、託児料など）を記載すること。

※　間接経費（県との打合せ経費、事務用品費、電話代等）ついては、事業の実施に直接必要となる経費の２割以内とすること。

（様式第３号）
　　年　　月　　日

鳥取県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　団体名　　

　　　　　　　　　　　　　　所在地　　
　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
「女性管理職等育成ネットワークづくり支援事業」報告書
標記に係る実施報告書を下記のとおり提出します。

記

１　事業の実施期間　　　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
２　事業名　　　

３　委託金額　　　　　　　　　　　　　円

１　実施事業の概要

	事業内容
	交流会のテーマ、講師名、内容等


	参加人数
	

	開催場所
	


２　実施状況
	実施時期
	実施内容

	（記載例）
○月●日
○月●日
○月●日～●日
○月●日

	委託契約締結
県との調整（協議）

参加者募集
　　募集方法：○日～　○○へチラシ配布

交流会実施（於：○○○○）


３　事業実施の成果・今後の展開

	


※　実施内容の資料、記録写真、参加者名簿、掲載記事、成果に係る報告資料等があれば、添付してください。

（様式第４号）

事 業 収 支 決 算 書

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　収　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	決算額
	増減
	内　　　　訳

	県委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


２　支　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	決算額
	増減
	内　　　　訳

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


３　収支決算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　分
	予算額
	決算額
	増減
	備　　　　考

	収入合計
	
	
	
	

	支出合計
	
	
	
	

	差 引 額
	
	
	
	


※　「区分」欄には、事業の実施に直接必要となる経費（講師謝金、講師旅費、会場使用料、印刷製本費、材料費、消耗品費、通信運搬費、人件費・交通費、託児料など）を記載すること。

※　間接経費（県との打合せ経費、事務用品費、電話代等）ついては、事業の実施に直接必要となる経費の２割以内とすること。

